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『「地域生活学」の創出のための学際的共同研究』において、私は、「富山地域を東ア
ジア圏域に位置づけて、「自然－人間－経済社会」関係の共通価値、地域循環圏を調査
し、調和型循環社会の構築を考究する」というテーマを担当している。本稿は中間報告
として循環社会のフラクタル構造と人間－生態系の協働体をキーワードに本研究の主
視点、これまで観察できた主論点、及びこれからの課題を整理しておく。 
 
1. 本研究の基本的視点 
 
地域公共政策を考察する際に、政策の対象を視座にみる場合、地域とは自然の固着性、
相似性、連続性がカテゴリーになって成立する、いわば自然中心的な空間を強調する
Landschaft 論１的な概念となる。政策の目的を視座に見る場合、地域とは、ある公共性
に関わる血縁性、地縁性などがカテゴリーになって成立する言わば自然的空間と人間的
空間に介している空間の公共性の指標を強調する Region 論２的概念となる。政策の主体
を視座にみる場合、地域とは、人間社会の諸組織の力学性がカテゴリーになって成立す
る、言わば人間中心的空間を強調する、ガバナンス論３的概念となる。 
本研究は、環境経済学の視点から地域の環境政策を考察する際に、Lands haft 論と
Region 論とを共に受容し、ガバナンス論をも取り入れている循環社会的地域論で環日
本海生態系の広がりから北東アジア地域の内包と外延を整理すべきだと考えている４。 
この北東アジア地域論のカテゴリーとなっているのは「自然－人間－経済社会」関係
の視点から捉えたの①生態系広がりの時間性、空間性と社会性、②生態系サービスの自
然性、人間性と経済性、③地域の生態系的フラクタル構造、④地域共通価値を創出する
人間－生態系協働体である。 
 
2. 環日本海生態系の多重構造 
 
「海」と海の「循環」を強調したら、日本海を対馬海峡、関門海峡、津軽海峡、宗谷
海峡、間宮海峡（タタール海峡）に囲まれる西太平洋の縁海のことであると定義できる。
この定義に示されている独特な海況は日本海生態系ならではののもっている閉鎖性、固
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有性、多様性などを規定する重要な要素であると考えられる。この独特な日本海生態系
の縮図としては富山湾が取り上げられる。 
この日本海生態系が地球生態系に規定されながら、「海峡・外海」、「海湾・河川」、「蒸
気・雨雪」、「大気流動」、「生物生態」などの中間生態系を通して広がっていって、１つ
の特有な国際的生態系が日本海を囲んで形成する。 
このように日本海を中心に形成してきた環日本海国際的生態系は、地球生態系に規定
されると同時にその生物循環、物質循環、大気循環、水循環、エネルギー循環などの地
球環境循環に介入して自分自身の地域的固有性と多様性を強調し、保ちつつある。 
 
図 1 環日本海国際的生態系 
 
 
環日本海生態系は、日本海生態系から地球生態系に連絡できるまで周期（時間性）の
異なる自然循環を通じて空間的に広がっていくが、この空間性は生態系の持つ地域公共
性を基準にまた点型生態系、線型生態系、面型生態系、体型生態系に大別にして考察で
きる。点型生態系とは、ある地域に固有しているが、他地域にとって公共性を持ってい
る、湿地、湖、自然文化遺産などのような局地的な生態系である。線型生態系とは、複
数の地域に固有している、流域、渡り鳥などのような生態循環に方向性が単一で強い地
帯的な生態系である。面型生態系とは、複数の地域に固有しているが、森林、海、山地
などのような、生態循環が広い範囲で全方位に広がっている広域的な生態系である。体
型生態系とは、生態システムが立体的でその固有性と公共性がともに、地球規模の生態
系に接近している当該地域全体に係わっているのである。 
なお、循環社会の視点では、生態系を生物的循環と非生物循環から構成した機能的シ
ステムに見なすことだけではなく、生態系のもつ内部循環構造と人間社会、さらにそれ
ぞれ人間、経済の循環構造とも「人間－生態系」と「経済-生態系」という 2 つの側面
から相互的な関連性をもつものとして認識すべきことが強調される。 
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このように時間性、空間性と社会性をもつ多重的な環日本海生態系は、「環日本海地
域」、あるいは北東アジア地域という国際社会の成り立てる自然的根拠でもあれば、当
該地域の諸課題、特に環境問題を考察する際の基本的視座でもある。 
 
3. 環日本生態系サービスと地域的共通価値 
 
環日本海生態系サービスを考察する際によく参考になる視点は、環境経済学において、
生態系サービスを環境の持つ基本的な機能として①自然資源基盤、②アメニティの供給、
③廃棄物の同化・吸収、④生命サポートシステムに分類する方法である５。これは、ミ
レニアム生態系評価（MA＝Millennium Ecosystem Assessment）の報告書６でいう①供給
サービス（Provisioning Services） 、②調整サービス（Regulating Services）、③文化的サービス
（Cultural Services）と基盤サービス（Supporting Services）と質的に同義的な見方である７。 
循環社会の視点からみると、一般的な人間が生活主体、生産主体と生命主体という三つ
の姿勢をとって存続して活動している。従って、国際地域の人間社会は、生活共同体、生
産共同体と生命共同体という三つのあり方で協働するものとして認識できる。なお、上記
のような環日本海生態系サービスの分類を循環社会の視点（基準）により、改めて福祉的
サービス、経済的サービスと生命的サービスに分けて整理できる８。 
 
図２ 環日本海生態系サービスと地域共通価値 
  
「環日本海生態系サービス」は、地球生態系の一部として地球の多様性と共生に規定
されると同時に、独自の多様性と共生を持つ相対的に独立している生態系として、地球
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生態系に影響を与える。故に、この根源から形成してきた北東アジア地域コモンズ（使
用価値）は、人類が共同に享受されるコモンズと地域内で独自に共同に享受するコモン
ズと地域内の各価値主体に独自に享受されながら、何らかの共通性を持つコモンズから
縦断的に三重層構造となっている。それと同時、横断的に地域福祉コモンズ、地域経済
コモンズと地域自然コモンズの三次元構成にもなっている。このようにした重層・多元
的な地域コモンズを基礎に「地球共同生活基盤に基づく地域的共同生活基盤」が形成さ
れる。 
この地域共同生活基盤を土台に、上記の北東アジア地域の共通価値が成立し、検出さ
れる。それは、外延的には、普遍価値に制約され、内包的には、更に地域的コモンズの
独自的な多様性を普遍価値に加味して展開される。 
例えば、「平等・信頼・尊重」という北東アジアの福祉共通価値には、「平和・幸福」
という普遍的福祉共通価値が、当該地域の包容性の高い多民族、多文化、多宗教、多社
会体制などにより、併存・融合して形成される特有な共同生活様式として展開された内
容があると考えられるであろう。「互恵・公平・依存」という経済共通価値には、「効
率・持続」という普遍的経済共通価値が補完性の高い自然資源賦与の有限性と格差をも
含む生産要素、産業構造及び経済発展の格差構造と進化している多様な経済体制などか
ら形成してきた特有な共同生産様式として具体化された内容があろう。特に注目すべき
「共存・協働・循環」という地域的自然共通価値には、「調和・存続」という普遍的自
然共通価値が地域閉鎖性の高い、日本海をはじめ、水、大気、熱などの自然循環システ
ムの脆弱性として現れる、特化した内容となろう。 
 
4. 地域共生のフラクタル構造 
 
地域的公共性形成の本源であり、地域社会循環形成の本源的原因でもある生態系サー
ビスは、生態系の機能に由来する、循環社会の諸主体、とりわけ生活主体とする人間と
生産主体とする経済にとって利益となるすべての生態系サービスのことである。この種
のサービスは日本においては時 「々生態系の公益的機能」とも呼ばれている自然の働き
を本源とするものである。故に、ここでは、これを自然的生態系サービスと呼ぶことに
する。この第 1 義的理解の拡張として、まだ、人間的生態系サービスと呼ぶことにでき
る、人間の活動が自然に与える影響を受けた生態系の機能に由来する、循環社会の諸主
体、とりわけ生命基盤とする自然、経済にとって利益となるすべての生態系サービスも
あれば、経済的生態系サービスと呼ぶことにできる、経済の活動が自然に与える影響受
けた生態系の機能に由来する、循環社会の諸主体、とりわけ人間と自然にとって利益と
なるすべての生態系もある。       
さらに、留意すべきことは、循環の視点から各主体内部と主体間において相互に機能
し合う結果としては、相手に対して福利となるサービスの損失と福利減少となる負のサ
ービスもある。この損失したサービスと負のサービスは生態系関連の物であれば、既存
の定義を正の生態系サービスとすることに対して負の生態系サービスと呼ぶことにす
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るが、結局としてその提供者にも同様な結果をもたらす場合が多い。それは言わば循環
社会における「自己中毒」９と言える現象である。北東アジア地域の視野で捉えられる
環境問題（略）は基本的にこの解釈に帰属できる問題である。 
これらの意味でとらえた主体間と主体内のより広義的な生態系サービスの受給関係
を経済学の表現を援用して、生産的サービス、消費的サービスと分解的サービスに分類
すれば、循環社会における生態系サービスの多重的意味と循環社会のフラクタル構造
１０が下図のように示される。 
 
図３ 生態系サービスの多重な意味と地域共生のフラクタル構造 
 
 
このようにした生態系サービスの循環性から観られた循環社会のフラクタル構造は、
次の意味をしている。すなわち、自然生態系の「生産・消費・分解」・「基盤」という形
態で現れるサービス提供の相互関係が①循環社会の経済・人間・自然の間に、②経済と
人間の内部に、③「生産」、「消費」、「分解」の過程の内部においても同形態で現れてい
る。なお、このような循環的フラクタル構造は生態系サービスの空間性から観て次元の
違い循環地域においても、同様に現れる。この構造のバランス関係は地域共生の度合い
を判断できる基準にもなる。 
 
5. 北東アジア地域共生の協働体に関する研究課題 
 
上記の地域共生の視点により、富山・北東アジア地域における国内レベル主体間と国際
レベル主体間のサービス提供を内容にした「人間－生態・協働体」の事例を調査し、それ
に基づき、環境側面、経済側面、人間（社会）側面からそれらを類型化し、富山広域地域
における「環境と経済、社会の統合的向上モデル」をとり求めることを目的とし、「当該
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地域共生様式」としてその多様性と進化をも検討する当たって、本研究の展開として下記
の課題がある。 
 
図４ 地域共生形成おける協働体の分類 
 
 
① 富山地域の環境側面の特徴を定量的・定性的に分析し、地域内各都市・町村の環境
特性を「山⇔川⇔海」という座標で明確化するとともに、モデル構築に役立つ環境
資源の特性を調査する。 
② 富山地域の自治体、企業、NPO・NGO などが地域の環境保全に関して何を課題として
どのような取り組みを実施しているかについて、情報をアンケート調査と現地ヒヤ
リングなどの作業を行って収集・整理する。特に自主的・主体的に実施されている
特徴的な事例を重点的に収集し、立山・富山湾広義生態系が持つ環境資源を生かした
地域の活性化方策を検討する。 
③ 以上の調査を踏まえ、地域が連携して、環境資源を持続的に活用しつつ環境負荷を下
げながら地域活性化、産業構造グリーン化、消費構造エコ化を図る方策方案を検討す
る。また、地域連携パターン、主体連携パターン、産業連携パターンに応じた「統合
的協働体」の類型を富山県域、国内隣接地域と国際関連地域の三次元で整理する。各
類別モデルが展開可能な地域特性を踏まえて、山間地域、農村地域、都市地域といっ
た共通する特性を持つ地域ごとに、類別モデルの発展方向とそれを支える地域間・主
体間連携の方法について示す。 
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④ これらの総体として富山・北東アジア地域全体の環境と経済、社会の調和的循環形成
における「地域共生様式」の多様性を持つ全体像を検討するとともに、その進化ビジ
ョンについては、経済的側面の向上の視点から、環境負荷の低減や環境改善に役立ち、
事業を通じて地域の環境保全に貢献できると同時に、新商品や新ビジネスの開発、商
品のブランド価値の上昇などにつながり地域の産業活性化に寄与できる経済活動へ
の展開など、および社会的側面の向上の視点から、環境意識の向上、ライフスタイル
転換に伴う自主的地域社会の形成、関係団体・グループ間の連携の強化に基づく地域
課題の解決力が向上する地域社会の形成、地域構成主体の地域に対する愛着が高まっ
て、地域的共通価値を創出できる地域社会の形成などへの可能性と寄与度と課題を検
討する。 
 
 
注 
                                                     
１ ドイツの地理学者のカロル（H. Carol）が提唱した地域（Lands chaft）論によると、地域
とは地表圏（Geosphäre）を構成する気圏・生物圏・人類圏・水圏・岩圏を指す「さまざまな
要素からなる複合体」であるという。 
 中村和郎他『地域と景観』（地理学講座 第 4巻）、古今書院、1991 年 6 月、pp.108。 
 水津一朗『地域の構造－行動空間の表層と深層－』大明堂、1982 年 6 月 30 日発行、pp.18 – 41。 
２ アメリカやイギリスにおける地域（region）論ではアメリカの地理学者ダウエント・ホイッ
トルセーの説が有名である。ホイットルセーによると地域とは「何らかの意味での一体性をも
つ地表の広がり（範囲）」であるという。具体的には、複数の共通点を持ち、周辺とは区別さ
れうる地表の一部分が地域である。 
中村和郎他『地域と景観』（地理学講座 第 4巻）、古今書院、1991 年 6 月、pp.110。 
木内信蔵『地域概論－その理論と応用－』東京大学出版会、1968 年 2 月 29 日初版発行、1972
年 3 月 15 日第 3刷、pp.82 – 93。 
３ 国際関係論、地域ガバナンス論に取り上げられた地域の概念。 
４ 龍世祥『循環社会論－環境産業と自然欲望をキーワードに－・第10章：第０次産業協力とエ
コ型雁行モデル－北東アジアを中心に－』晃洋書房、2002年6月、pp.146-59。 
５ 植田和弘『環境経済学』岩波書店、1996 年 3 月、pp.4－5。 
６ 環境省『平成 19 年度環境白書』
http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/h19/html/hj07010201.html  
７ 同方法を援用して環日本海生態系サービスを整理した内容については、下記の文献を参照。
http://www.nihonkaigaku.org/08f/i080401/t5.pdf 
８ 龍 世祥「地域的共通価値と環境技術移転－北東アジア環境経済学構築の起点－」『環日本
海研究』（環日本海学会）第 13 号、pp. 37-49、2007 年 10 月。 
９ 龍世祥（2002 年 6 月）前掲文献、pp.123-124。 
１０ 循環社会の循環構造について、フラクタル的な解釈を初めて提示したのは筆者（2002 年 6
月）前掲文献、pp.122-124。 
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